
建設業における時間外労働の上限規制について
（２０２４年問題）

「３６協定」締結・届出等



出典：厚生労働省Webサイト



労働時間上限規制の適用で何が変わるのか

１，時間外労働の上限が、法令で厳しく規定されます
２，３６協定の届出様式が変わります
３，複雑な労働時間管理が求められます
４，違反した企業に対し、厳しい罰則が課せられます

↓
早急な対策が必要となります！



労働基準法における労働時間の定め
①労働時間は、１日８時間、１週４０時間以内
②休日は、少なくとも１週に１回
③時間外労働・休日労働をさせるためには、３６協定の締結が必要

出典：厚生労働省の資料を基に加筆



３６協定の様式が変わります︕（３６協定の届出は事業場ごとに必要です）



２０２４年４月１日以降（様式第９号の３の２）残業時間が月45時間（限度時間）以内でおさまる場合



２０２４年４月１日以降（様式第９号の３の３）残業時間が月45時間（限度時間）を超える見込みの場合



建設事業︓２０２４年４月１日以降の時間外労働の上限規制



労働時間の管理について（法違反にならないために）



違反した企業に対しての罰則
• ３６協定を締結せずに、あるいは締結しても届出せずに時間外労働をさせた場合
• ３６協定で定めた時間を超えて時間外労働をさせた場合

↓
６か月以下の懲役又は３０万円以下の罰金

（労働基準法第３３条に該当する場合を除く）

・時間外労働と休日労働の合計時間が月１００時間以上となった場合
・時間外労働と休日労働の合計について、２〜６か月の平均のいずれかが８０時間を超え
た場合

↓
６か月以下の懲役又は３０万円以下の罰金

（「災害時における復旧及び復興の事業」を除く）



【ポイント及び注意事項】
（１）３６協定の有効期限が２０２４年４月１日以降のみの場合
※様式９号の３の２または様式９号の３の３で「３６協定の締結・届出」を行う

（２）時間外労働と休日労働の合計について、月100時間未満、
２〜６か月それぞれの平均が８０時間を超えないよう厳密に管理するのは、勤怠管理が大変です︕

対策のポイントとしては
※時間外労働が多い月でも、残業時間が月８０時間を超えないようにすること
（注意点は原則である月45時間を超えることができるのは、年間6か月（６回）まで）
（３）３６協定の締結・届出が２０２４年３月３１日までで可能な場合
※（例）賃金計算期間が２０日締めの事業場の場合は、（起算日）を締日の翌日の日とし、
（期間）２０２４年３月21日（締日の翌日の日）から一年で、「３６協定の締結・届出」をする
※届出用紙は現行の様式第９号の４
（この場合、２０２４年４月１日施行の「労働時間の上限規制」の適用は、
次回の締結・届出時の有効期間となる２０２５年３月２１日からとなります）
※ただし、現在有効である36協定は２０２４年３月２０日をもって労使合意の上で破棄してください。
また、両協定は１年間の起算日が異なっているため、各々で定めた起算日から１年間の延長時間を守る
ようにしてください



※２０２４年３月３１日まで（様式第９号の４）



専門家派遣・相談等支援事業
相談窓口のご案内
・「働き方改革推進支援センター」兵庫

電話番号：0120-79-1149

【本日の講師紹介】
神戸市中央区を中心に関西全域で活動
兵庫働き方改革推進支援センターで相談コンサルタントを担当

由（よし）社会保険労務士事務所
特定社会保険労務士

医療労務コンサルタント 代表 川元 由紀子
両立支援コーディネーター


